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（注１） 本書中の「公開買付者」及び「当社」とは、ヤフー株式会社をいいます。

（注２） 本書中の「対象者」とは、株式会社イーブックイニシアティブジャパンをいいます。

（注３） 本書中の「法」とは、金融商品取引法（昭和23年法律第25号。その後の改正を含みます。）をいいます。

（注４） 本書中の「株券等」とは、株式に係る権利をいいます。

（注５） 本書中の記載において、日数又は日時の記載がある場合は、特段の記載がない限り、日本国における日数又

は日時を指すものとします。
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１ 【公開買付届出書の訂正届出書の提出理由】

平成28年６月10日付で提出いたしました公開買付届出書（平成28年６月20日付で提出いたしました公開買付届出書

の訂正届出書、平成28年６月21日付で提出いたしました公開買付届出書の訂正届出書、平成28年６月24日付で提出い

たしました公開買付届出書の訂正届出書及び平成28年７月22日付で提出いたしました公開買付届出書の訂正届出書に

より訂正された事項を含みます。）につきまして、訂正すべき事項が生じましたので、これを訂正するため、法第27

条の８第２項の規定に基づき、公開買付届出書の訂正届出書を提出するものです。

　

２ 【訂正事項】

Ⅰ　公開買付届出書

第１　公開買付要項

３　買付け等の目的

(1) 本公開買付けの概要

(2) 本公開買付けの実施を決定するに至った背景、目的及び意思決定の過程、並びに本公開買付け後の経営

方針

(3) 本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等本公開買付けの公

正性を担保するための措置

①　公開買付者における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得

②　対象者における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得

④　対象者における独立した第三者委員会からの意見

⑤　対象者における利害関係を有しない取締役全員による承認及び監査役全員の異議がない旨の意見

(4) 本公開買付けに関する重要な合意等

(5) 本公開買付け後の株券等の追加取得予定

４　買付け等の期間、買付け等の価格及び買付予定の株券等の数

(1) 買付け等の期間

①　届出当初の期間

(2) 買付け等の価格

(3) 買付予定の株券等の数

５　買付け等を行った後における株券等所有割合

８　買付け等に要する資金

(1) 買付け等に要する資金等

10　決済の方法

(2) 決済の開始日

第２　公開買付者の状況

１　会社の場合

(3) 継続開示会社たる公開買付者に関する事項

①　公開買付者が提出した書類

ロ　四半期報告書又は半期報告書

第３　公開買付者及びその特別関係者による株券等の所有状況及び取引状況

４　届出書の提出日以後に株券等の買付け等を行う旨の契約

第４　公開買付者と対象者との取引等

２　公開買付者と対象者又はその役員との間の合意の有無及び内容

第５　対象者の状況

６　その他

Ⅱ　公開買付届出書の添付書類
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３ 【訂正前の内容及び訂正後の内容】

訂正箇所には下線を付しております。

EDINET提出書類

ヤフー株式会社(E05000)

訂正公開買付届出書

 3/29



Ⅰ　公開買付届出書

 

第１ 【公開買付要項】

３ 【買付け等の目的】

（1）本公開買付けの概要

(訂正前)

(前略)

併せて、当社は、平成28年６月９日、対象者との間で資本業務提携契約（以下「本資本業務提携契約」といい、

当該契約に基づく資本業務提携を、以下「本資本業務提携」といいます。）を締結することを決定いたしました

（本資本業務提携契約の概要については、下記「（4）本公開買付けに関する重要な合意等」をご参照くださ

い。）。

(中略)

なお、これらの対象者の意思決定の過程に係る詳細については、対象者プレスリリース及び下記「（3）本公開買

付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等本公開買付けの公正性を担保するため

の措置」の「⑤対象者における利害関係を有しない取締役全員による承認及び監査役全員の異議がない旨の意見」

をご参照ください。

　

その後、当社は、平成28年６月10日から本公開買付けを開始いたしましたが、本公開買付けの開始後における対

象者の株主の皆様による本公開買付けへの応募状況及び今後の応募の見通し等を総合的に考慮して、慎重に検討し

た結果、応募株券等の総数が本公開買付けの買付予定数の下限に達しない可能性があることから、平成28年７月22

日、本公開買付けに係る買付け等の期間（以下「公開買付期間」といいます。）を平成28年８月15日まで延長し、

公開買付期間を合計45営業日とすること（以下「本買付条件等変更」といいます。）を決定いたしました。

　

また、対象者が平成28年６月９日に関東財務局長に提出した有価証券届出書（以下「対象者有価証券届出書」と

いいます。）及び同日に公表した「第三者割当による新株式発行に関するお知らせ」（以下、対象者有価証券届出

書と併せて「対象者有価証券届出書等」といいます。）によれば、対象者は、平成28年６月９日開催の対象者取締

役会において、当社を割当予定先とし、平成28年７月29日から平成28年９月12日までを払込期間とする第三者割当

の方法による募集株式の発行（本公開買付け成立後の増資前完全希薄化ベースの持株割合が41.00％未満の場合、増

資後完全希薄化ベースの持株割合が41.00％に達するために必要な数として発行株式総数は最大で普通株式

2,373,400株、発行価額は本公開買付価格と同額である１株当たり850円、発行価額総額約2,017百万円、以下「本第

三者割当増資」といいます。なお、当該発行株式総数は、本公開買付けが下限で成立した場合に発行する株式の数

であり、当該発行価額の総額は、本公開買付けが買付予定数の下限で成立した場合における発行株式総数の全株式

について払込みがあったものとして計算した最大値であります。）について決議しているとのことです。なお、当

社は、本第三者割当増資に関して、本公開買付けが成立した場合には、本公開買付けの結果を確認した上で、当社

が本公開買付けにより取得する対象者株式と本書提出日現在当社が所有する対象者株式（100株）と合計して、本第

三者割当増資に係る払込み後の当社の対象者に対する増資後完全希薄化ベースの持株割合（注３）を41.00％とする

ために必要な数の対象者株式（但し、100株単位未満を切り上げた数）について払込みを行う予定です。他方、当社

は、本公開買付けが成立しなかった場合には、本第三者割当増資に係る払込みの全部を行わない予定です。そのた

め、当社は、本公開買付けの結果に応じて、本第三者割当増資における募集株式の発行数として対象者が決議した

株式数（普通株式2,373,400株）のうち全部又は一部について払込みを行わない可能性があります。

対象者有価証券届出書等によれば、本第三者割当増資により調達する資金については、①システム／セキュリ

ティ投資対応に900百万円、②マーケティング／プロモーション強化に1,000百万円及び③オフィス増床に100百万円

が充当される予定であるとのことです。残額については、運転資本に充当するとのことです。なお、本第三者割当

増資の詳細については、下記「（5）本公開買付け後の株券等の追加取得予定」をご参照ください。

（注１）対象者が平成28年６月７日に公表した「平成29年１月期　第１四半期決算短信〔日本基準〕（連

結）」（以下「本四半期決算短信」といいます。）に記載された平成28年４月30日現在の対象者株

式の発行済株式総数5,354,800株から本四半期決算短信に記載された平成28年４月30日現在の対象者

の保有する対象者株式に係る自己株式数400,200株を控除した株式数（4,954,600株）を分母として

算出される割合（小数点以下第三位四捨五入。以下、比率の計算において特別の取扱いを定めてい

ない限り、同様に計算しております。）をいいます。

(後略)
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(訂正後)

(前略)

併せて、当社は、平成28年６月９日、対象者との間で資本業務提携契約（以下「本資本業務提携契約」といい、

当該契約に基づく資本業務提携を、以下「本資本業務提携」といいます。）を締結することを決定いたしました

（本資本業務提携契約の概要については、下記「（4）本公開買付けに関する重要な合意等」の「①本資本業務提携

契約」をご参照ください。）。

(中略)

なお、これらの対象者の意思決定の過程に係る詳細については、対象者プレスリリース及び下記「（3）本公開買

付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等本公開買付けの公正性を担保するため

の措置」の「⑤対象者における利害関係を有しない取締役全員による承認及び監査役全員の異議がない旨の意見」

をご参照ください。

　

その後、当社は、平成28年６月10日から本公開買付けを開始いたしましたが、本公開買付けの開始後における対

象者の株主の皆様による本公開買付けへの応募状況及び今後の応募の見通し等を総合的に考慮して、慎重に検討し

た結果、応募株券等の総数が本公開買付けの買付予定数の下限に達しない可能性があることから、平成28年７月22

日、本公開買付けに係る買付け等の期間（以下「公開買付期間」といいます。）を平成28年８月15日まで延長し、

公開買付期間を合計45営業日とすること（以下「第１回買付条件等変更」といいます。）を決定いたしました。

　

さらに、当社は、上記の事情に加え、対象者主要株主である筆頭株主のクックパッド株式会社（所有株式数

534,400株、所有割合10.79％、以下「応募合意株主」といいます。）及び対象者の意向のほか、本取引の意義、本

取引の目的を円滑に達成する必要性、また、本取引により見込まれる当社及び対象者それぞれに期待されるシナ

ジーの実現可能性等を総合的に考慮して、慎重に検討した結果、平成28年８月12日、本公開買付けにおける対象者

株式１株当たりの買付け等の価格（以下「本公開買付価格」といいます。）を金850円から金1,150円に変更し、ま

た、公開買付期間を平成28年８月29日まで延長し、公開買付期間を合計55営業日とすること（以下「第２回買付条

件等変更」といいます。）を決定いたしました。

また、当社は、第２回買付条件等変更を行うに先立ち、応募合意株主との間で、平成28年８月12日付で、本公開

買付価格が金1,150円以上に変更されていることを条件として、その所有する対象者株式の全部（対象者株式

534,400株）について、本公開買付けに応募する旨をその内容とする応募契約（以下「本応募契約」といいます。）

を締結しております。本応募契約の詳細については、下記「（4）本公開買付けに関する重要な合意等」の「③本応

募契約」をご参照ください。）。

加えて、当社は、第２回買付条件等変更を行うに先立ち、対象者との間で、平成28年８月12日付で、本資本業務

提携契約に係る変更覚書（以下「本資本業務提携契約変更覚書」といいます。）を締結することを決定し、対象者

の保有する自己株式の全部である対象者株式400,200株（以下「本自己株式」といいます。）について、対象者が本

公開買付けに応募する旨を合意しております（本資本業務提携契約変更覚書の詳細については、下記「（4）本公開

買付けに関する重要な合意等」の「②本資本業務提携契約変更覚書」をご参照ください。）。そして、対象者は、

平成28年８月12日開催の対象者取締役会において、対象者の保有する本自己株式について、当社を割当予定先とす

る第三者割当の方法により処分（以下「本自己株式処分」といいます。）し、本公開買付けに応募する旨を決議す

るとともに、同日付で本自己株式の処分に係る有価証券届出書を関東財務局長に提出しております。
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なお、対象者が平成28年８月12日に公表した「ヤフー株式会社による買付条件等の変更後の当社株券に対する公

開買付けに関する意見表明及び第三者割当による自己株式の処分のお知らせ」（以下「変更後対象者プレスリリー

ス」といいます。）によれば、対象者は、平成28年８月12日開催の対象者取締役会において、第２回買付条件等変

更に関して慎重に協議・検討を行った結果、第２回買付条件等変更を前提としても、本公開買付け並びに対象者が

平成28年６月９日に関東財務局長に提出した有価証券届出書（以下「対象者有価証券届出書」といいます。）及び

同日に公表した「第三者割当による新株式発行に関するお知らせ」（以下、対象者有価証券届出書と併せて「対象

者有価証券届出書等」といいます。）にて公表した後述の本第三者割当増資により、当社及び対象者が各々の自力

成長を超えたレベルでの事業価値の創造・拡大が可能となるとの判断に変更はなく、また、第２回買付条件等変更

は対象者の株主の皆様にとって不利益な変更とはならないと判断し、対象者の全ての取締役の出席の下、出席取締

役の全員一致により、対象者プレスリリースにて既に公表されている、本公開買付けに賛同する旨の意見、及び本

公開買付けへの応募については対象者の株主の皆様のご判断に委ねる旨の意見を維持することを決議したとのこと

です。

なお、変更後対象者プレスリリースによれば、対象者の取締役において、本取引に関して、会社法第369条第２項

に定める特別の利害関係を有する取締役はいないとのことです。そのため、上記平成28年８月12日開催の対象者取

締役会における本公開買付けへの賛同決議を含む本取引に関する審議及び決議には、対象者の全ての取締役が参加

しているとのことです。また、上記取締役会には対象者の全ての監査役が審議に参加し、監査役全員が、対象者取

締役会が本公開買付けに賛同する旨の意見を維持することに異議がない旨の意見を述べているとのことです。な

お、上記の取締役及び監査役には本取引に関して利害関係を有する者はいないとのことです。

　

なお、これらの対象者の意思決定の過程に係る詳細については、変更後対象者プレスリリース及び下記「（3）本

公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等本公開買付けの公正性を担保す

るための措置」の「⑤対象者における利害関係を有しない取締役全員による承認及び監査役全員の異議がない旨の

意見」をご参照ください。

　

また、対象者有価証券届出書等によれば、対象者は、平成28年６月９日開催の対象者取締役会において、当社を

割当予定先とし、平成28年７月29日から平成28年９月12日までを払込期間とする第三者割当の方法による募集株式

の発行（本公開買付け成立後の増資前完全希薄化ベースの持株割合が41.00％未満の場合、増資後完全希薄化ベース

の持株割合が41.00％に達するために必要な数として発行株式総数は最大で普通株式2,373,400株、発行価額は第２

回買付条件等変更前の本公開買付価格と同額である１株当たり850円、発行価額総額約2,017百万円、以下「本第三

者割当増資」といいます。なお、当該発行株式総数は、本公開買付けが下限で成立した場合に発行する株式の数で

あり、当該発行価額の総額は、本公開買付けが買付予定数の下限で成立した場合における発行株式総数の全株式に

ついて払込みがあったものとして計算した最大値であります。）について決議しているとのことです。なお、当社

は、本第三者割当増資に関して、本公開買付けが成立した場合には、本公開買付けの結果を確認した上で、当社が

本公開買付けにより取得する対象者株式と本書提出日現在当社が所有する対象者株式（100株）と合計して、本第三

者割当増資に係る払込み後の当社の対象者に対する増資後完全希薄化ベースの持株割合（注３）を41.00％とするた

めに必要な数の対象者株式（但し、100株単位未満を切り上げた数）について払込みを行う予定です。他方、当社

は、本公開買付けが成立しなかった場合には、本第三者割当増資に係る払込みの全部を行わない予定です。そのた

め、当社は、本公開買付けの結果に応じて、本第三者割当増資における募集株式の発行数として対象者が決議した

株式数（普通株式2,373,400株）のうち全部又は一部について払込みを行わない可能性があります。

対象者有価証券届出書等によれば、本第三者割当増資により調達する資金については、①システム／セキュリ

ティ投資対応に900百万円、②マーケティング／プロモーション強化に1,000百万円及び③オフィス増床に100百万円

が充当される予定であるとのことです。残額については、運転資本に充当するとのことです。なお、本第三者割当

増資の詳細については、下記「（5）本公開買付け後の株券等の追加取得予定」をご参照ください。

また、変更後対象者プレスリリース及び本自己株式処分に係る有価証券届出書によれば、本自己株式の処分によ

り調達する資金については、新規顧客獲得を目的とした新規プロダクト開発に460百万円が充当される予定であると

のことです。

なお、変更後対象者プレスリリースによれば、対象者は、平成28年８月12日開催の対象者取締役会において、第

２回買付条件等変更及び本自己株式処分を踏まえ、本第三者割当増資の必要性及びその条件について改めて慎重に

協議・検討を行った結果、第２回買付条件等変更及び本自己株式処分を前提としたとしても、本第三者割当増資は

対象者の企業価値の向上及び株主価値の向上に不可欠であり、平成28年６月９日開催の対象者取締役会で決議した

本第三者割当増資における発行条件は引き続き合理的かつ相当であると判断しているとのことです。また、対象者

が平成28年８月12日に関東財務局長に提出した有価証券届出書の訂正届出書によれば、対象者は、平成28年８月12

日開催の対象者取締役会において、本第三者割当増資における発行価額は、本公開買付価格と結果的に差異が生じ

たものの、日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱に関する指針」に準拠したものであり、特に有利な発行価額

には該当しないと判断しているとのことです。

EDINET提出書類

ヤフー株式会社(E05000)

訂正公開買付届出書

 6/29



 

（注１）対象者が平成28年６月７日に公表した「平成29年１月期　第１四半期決算短信〔日本基準〕（連

結）」（以下「本四半期決算短信」といいます。）に記載された平成28年４月30日現在の対象者株

式の発行済株式総数5,354,800株から本四半期決算短信に記載された平成28年４月30日現在の対象者

の保有する対象者株式に係る自己株式数400,200株を控除した株式数（4,954,600株）を分母として

算出される割合（小数点以下第三位四捨五入。以下、比率の計算において特別の取扱いを定めてい

ない限り、同様に計算しております。）をいいます。

(後略)

　

（2）本公開買付けの実施を決定するに至った背景、目的及び意思決定の過程、並びに本公開買付け後の経営方針

(訂正前)

(前略)

このような協議・検討・交渉の結果、当社は、当社が対象者を連結子会社化し、当社と対象者が同一グループと

なることにより、当社と対象者が、安定的な資本関係の下で、強固な提携関係を構築することが、各々の成長戦略

の強化・推進、双方の経営資源の有効な相互活用、当社グループとしての中期戦略の達成に資すること、また、当

社による対象者の連結子会社化を実行するためには、当社による対象者株式に対する公開買付けにより、対象者の

株主の皆様の売却の機会を確保するとともに、当社を割当予定先とする第三者割当の方法により対象者が発行する

対象者株式を取得する方法を組み合わせることにより、対象者の資金需要の全部又は一部を満たすことができると

考えられることから、公開買付けに加え、公開買付けの結果を踏まえ、当社を割当予定先とする第三者割当の方法

により対象者が発行する対象者株式を取得する方法が有用であるとの判断に至りました。そして、当社は、平成28

年４月26日、対象者に対して、当社が対象者を連結子会社化することを含む資本業務提携の方法として、本取引、

すなわち、当社による対象者株式に対する本公開買付け及び当社を割当予定先とする本第三者割当増資を実行する

ことを提案しました。その後の協議・交渉を経て、当社は、平成28年６月９日、本公開買付けと本第三者割当増資

とを組み合わせることにより、当社が対象者を連結子会社化することを目的として、本資本業務提携契約を締結す

ること、本公開買付けを実施すること、及び本第三者割当増資に関して対象者が平成28年６月９日に関東財務局長

に提出した対象者有価証券届出書の効力の発生を条件として、対象者が実施する本第三者割当増資により発行する

対象者株式を当社が引き受けることを決定し、同日、対象者との間において、本資本業務提携契約を締結いたしま

した。

その後、当社は、本公開買付けの開始後における対象者の株主の皆様による本公開買付けへの応募状況及び今後

の応募の見通し等を総合的に考慮して、慎重に検討した結果、応募株券等の総数が本公開買付けの買付予定数の下

限に達しない可能性があることから、平成28年７月22日、公開買付期間を平成28年８月15日まで延長し、公開買付

期間を合計45営業日とする本買付条件等変更を行う旨を決定いたしました。

　

なお、これまでの協議において、今回の当社による対象者の連結子会社化により、以下の事業シナジーが期待さ

れるものと考えております。

(後略)
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(訂正後)

(前略)

このような協議・検討・交渉の結果、当社は、当社が対象者を連結子会社化し、当社と対象者が同一グループと

なることにより、当社と対象者が、安定的な資本関係の下で、強固な提携関係を構築することが、各々の成長戦略

の強化・推進、双方の経営資源の有効な相互活用、当社グループとしての中期戦略の達成に資すること、また、当

社による対象者の連結子会社化を実行するためには、当社による対象者株式に対する公開買付けにより、対象者の

株主の皆様の売却の機会を確保するとともに、当社を割当予定先とする第三者割当の方法により対象者が発行する

対象者株式を取得する方法を組み合わせることにより、対象者の資金需要の全部又は一部を満たすことができると

考えられることから、公開買付けに加え、公開買付けの結果を踏まえ、当社を割当予定先とする第三者割当の方法

により対象者が発行する対象者株式を取得する方法が有用であるとの判断に至りました。そして、当社は、平成28

年４月26日、対象者に対して、当社が対象者を連結子会社化することを含む資本業務提携の方法として、本取引、

すなわち、当社による対象者株式に対する本公開買付け及び当社を割当予定先とする本第三者割当増資を実行する

ことを提案しました。その後の協議・交渉を経て、当社は、平成28年６月９日、本公開買付けと本第三者割当増資

とを組み合わせることにより、当社が対象者を連結子会社化することを目的として、本資本業務提携契約を締結す

ること、本公開買付けを実施すること、及び本第三者割当増資に関して対象者が平成28年６月９日に関東財務局長

に提出した対象者有価証券届出書の効力の発生を条件として、対象者が実施する本第三者割当増資により発行する

対象者株式を当社が引き受けることを決定し、同日、対象者との間において、本資本業務提携契約を締結いたしま

した。

その後、当社は、本公開買付けの開始後における対象者の株主の皆様による本公開買付けへの応募状況及び今後

の応募の見通し等を総合的に考慮して、慎重に検討した結果、応募株券等の総数が本公開買付けの買付予定数の下

限に達しない可能性があることから、平成28年７月22日、公開買付期間を平成28年８月15日まで延長し、公開買付

期間を合計45営業日とする第１回買付条件等変更を行う旨を決定いたしました。

　

さらに、当社は、本公開買付けの開始後における対象者の株主の皆様による本公開買付けへの応募状況及び今後

の応募の見通し等に鑑み、平成28年６月下旬から、対象者の株主の皆様による更なる本公開買付けへの応募をいた

だく必要があると考えるに至り、対象者及び応募合意株主それぞれとの間において、その所有する対象者株式の本

公開買付けへの応募の可否等について協議を開始し、並行して、本公開買付価格の引上げを含む買付条件の変更に

ついて検討を開始いたしました。

そして、当社は、複数回に亘る協議の結果、平成28年７月19日には、応募合意株主が、本公開買付価格が金1,150

円に引き上げられるという前提であれば本公開買付けに応募することについて検討する意向である旨が確認されま

した。

さらに、当社は、本資本業務提携契約を締結した後も、本資本業務提携に関して、対象者とさらに具体的に協議

を進めていたところ、平成28年８月２日、当社は、対象者から、本資本業務提携に関する具体的な検討を行った結

果、本第三者割当増資により調達する資金のほかにも追加的な資金手当ての必要が生じたこと、また、本公開買付

価格の引上げを含む買付条件の変更に関する当社と対象者との間の検討及び協議の状況並びに上記応募合意株主か

ら確認された本公開買付けへの応募の検討に関する意向に鑑み、本公開買付価格を金1,150円に変更するのであれ

ば、当該追加的な資金手当てのためにも、対象者の保有する自己株式の全部を本公開買付けに応募することについ

て検討する旨の打診を受けました。

以上の経緯を経て、当社は、本公開買付価格の引上げを含む買付条件の変更について更なる検討を進め、応募合

意株主及び対象者それぞれとの間においてさらなる協議及び交渉を行ったところ、平成28年８月９日には、応募合

意株主及び対象者から、本公開買付価格が金1,150円であればその保有する対象者株式の全部又は一部を本公開買付

けに応募する意向である旨が確認できたため、本公開買付けの開始後における対象者の株主の皆様による本公開買

付けへの応募状況、今後の応募の見通し並びに応募合意株主及び対象者の意向のほか、本取引の意義、本取引の目

的を円滑に達成する必要性、また、本取引により見込まれる当社及び対象者それぞれに期待されるシナジーの実現

可能性等を総合的に考慮して、慎重に検討した結果、平成28年８月12日、本公開買付価格を金850円から金1,150円

に変更すること、公開買付期間を平成28年８月29日まで延長し、公開買付期間を合計55営業日とする第２回買付条

件等変更を行う旨を決定し、平成28年８月12日、対象者との間で、本資本業務提携契約変更覚書を、また、応募合

意株主との間で、本応募契約を締結いたしました。
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なお、これまでの協議において、今回の当社による対象者の連結子会社化により、以下の事業シナジーが期待さ

れるものと考えております。

(後略)

　

（3) 本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等本公開買付けの公正性を担

保するための措置

①　公開買付者における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得

(訂正前)

当社は、本公開買付価格の決定にあたり、当社及び対象者から独立した第三者算定機関である大和証券株式会

社（以下「大和証券」といいます。）に対して、対象者の株式価値の算定を依頼いたしました。なお、大和証券

は当社及び対象者の関連当事者には該当せず、本公開買付けに関して、重要な利害関係を有しておりません。

当社が大和証券から取得した対象者の株式価値に関する株式価値算定書（以下「本株式価値算定書」といいま

す。）の概要については、下記「４　買付け等の期間、買付け等の価格及び買付予定の株券等の数」の「(2) 買

付け等の価格」の「算定の基礎」及び同「算定の経緯」をご参照ください。

　

(訂正後)

当社は、本公開買付価格の決定にあたり、当社及び対象者から独立した第三者算定機関である大和証券株式会

社（以下「大和証券」といいます。）に対して、対象者の株式価値の算定を依頼いたしました。なお、大和証券

は当社及び対象者の関連当事者には該当せず、本公開買付けに関して、重要な利害関係を有しておりません。

当社が大和証券から取得した対象者の株式価値に関する株式価値算定書（以下「本株式価値算定書」といいま

す。）の概要については、下記「４　買付け等の期間、買付け等の価格及び買付予定の株券等の数」の「(2) 買

付け等の価格」の「算定の基礎」及び同「算定の経緯」をご参照ください。

なお、当社は、第２回買付条件等変更の決定にあたり、新たに対象者の株式価値に関する株式価値算定書を取

得しておりません。

　

②　対象者における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得

(訂正前)

(前略)

KPMG FASによる対象者株式価値の算定は、平成28年６月８日までの情報及び経済条件等を反映したものであ

り、KPMG FASがＤＣＦ法による評価に使用した対象者の事業計画については、対象者の経営陣により現時点で得

られる最善の予測と判断に基づき合理的に作成されたことを前提としているとのことです。

　

(訂正後)

(前略)

KPMG FASによる対象者株式価値の算定は、平成28年６月８日までの情報及び経済条件等を反映したものであ

り、KPMG FASがＤＣＦ法による評価に使用した対象者の事業計画については、対象者の経営陣により現時点で得

られる最善の予測と判断に基づき合理的に作成されたことを前提としているとのことです。

[なお、対象者によれば、対象者は、第２回買付条件等変更に関する意見表明を行うにあたり、新たに対象者の

株式価値に関する株式価値算定書を取得していないとのことです。]
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④　対象者における独立した第三者委員会からの意見

(訂正前)

(前略)

なお、かかる意見の概要については、対象者が平成28年６月９日に公表した「第三者割当による新株式発行に

関するお知らせ」をご参照ください。

　

(訂正後)

(前略)

なお、かかる意見の概要については、対象者が平成28年６月９日に公表した「第三者割当による新株式発行に

関するお知らせ」をご参照ください。

また、変更後対象者プレスリリースによれば、対象者は、本第三者委員会に対し、第２回買付条件等変更、本

自己株式処分の実施及びその他対象者がおかれた状況を踏まえ、本自己株式処分及び本第三者割当増資の必要性

及び相当性について意見を求め、平成28年８月10日付で、本第三者委員会から、本自己株式処分及び本第三者割

当増資につき必要性及び相当性が認められるとの意見を入手しているとのことです。

なお、かかる意見の概要については、変更後対象者プレスリリースをご参照ください。

　

⑤　対象者における利害関係を有しない取締役全員による承認及び監査役全員の異議がない旨の意見

(訂正前)

(前略)

また、上記取締役会には、対象者の全ての監査役（３名）が出席し、その全ての監査役が当該取締役会におけ

る決議事項について異議がない旨の意見を述べているとのことです。なお、上記の取締役及び監査役には本取引

に関して利害関係を有する者はいないとのことです。

　

(訂正後)

(前略)

また、上記取締役会には、対象者の全ての監査役（３名）が出席し、その全ての監査役が当該取締役会におけ

る決議事項について異議がない旨の意見を述べているとのことです。なお、上記の取締役及び監査役には本取引

に関して利害関係を有する者はいないとのことです。

さらに、変更後対象者プレスリリースによれば、対象者は、平成28年８月12日開催の対象者取締役会におい

て、第２回買付条件等変更に関して慎重に協議・検討を行った結果、第２回買付条件等変更を前提としても、本

公開買付け及び本第三者割当増資により、当社及び対象者が各々の自力成長を超えたレベルでの事業価値の創

造・拡大が可能となるとの判断に変更はなく、また、第２回買付条件等変更は対象者の株主の皆様にとって不利

益な変更とはならないと判断し、対象者の全ての取締役の出席の下、出席取締役の全員一致により、対象者プレ

スリリースにて既に公表されている、本公開買付けに賛同する旨の意見、及び本公開買付けへの応募については

対象者の株主の皆様のご判断に委ねる旨の意見を維持することを決議したとのことです。

なお、変更後対象者プレスリリースによれば、対象者の取締役において、本取引に関して、会社法第369条第２

項に定める特別の利害関係を有する取締役はいないとのことです。そのため、上記平成28年８月12日開催の対象

者取締役会における本公開買付けへの賛同決議を含む本取引に関する審議及び決議には、対象者の全ての取締役

が参加しているとのことです。また、上記取締役会には対象者の全ての監査役が審議に参加し、監査役全員が、

対象者取締役会が本公開買付けに賛同する旨の意見を維持することに異議がない旨の意見を述べているとのこと

です。なお、上記の取締役及び監査役には本取引に関して利害関係を有する者はいないとのことです。
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（4）本公開買付けに関する重要な合意等

(訂正前)

本資本業務提携契約の概要は以下のとおりであります。

(中略)

（ⅶ）終了事由

本資本業務提携契約は、以下に定めるいずれかの場合に該当するとき終了するものとする。

(a)当社及び対象者が、書面で本資本業務提携契約の終了につき合意した場合

(b)本資本業務提携契約が当社又は対象者により解除された場合

(c)本公開買付けが平成28年９月30日（但し、本公開買付けの実施に更に期間を要することを理由に当社が合理

的に要請し、対象者が承諾した場合には、当該要請に係るその他の日とする。）までに開始されない場合

(d)本公開買付けが不成立となった場合

　

(訂正後)

①　本資本業務提携契約

本資本業務提携契約の概要は以下のとおりであります。

(中略)

（ⅶ）終了事由

本資本業務提携契約は、以下に定めるいずれかの場合に該当するとき終了するものとする。

(a)当社及び対象者が、書面で本資本業務提携契約の終了につき合意した場合

(b)本資本業務提携契約が当社又は対象者により解除された場合

(c)本公開買付けが平成28年９月30日（但し、本公開買付けの実施に更に期間を要することを理由に当社が合理

的に要請し、対象者が承諾した場合には、当該要請に係るその他の日とする。）までに開始されない場合

(d)本公開買付けが不成立となった場合

　

②　本資本業務提携契約変更覚書

本資本業務提携契約変更覚書の概要は以下のとおりであります。

（i）本公開買付けの条件変更

当社は、本資本業務提携契約変更覚書の締結日において、本公開買付けの買付条件等について、以下のとお

り変更する。

a.　公開買付期間

公開買付期間を公開買付期間の開始日から平成28年８月29日（月曜日）まで（55営業日）とする。但し、

法令等に従い公開買付期間の末日が変更された場合には、公開買付期間の開始日から変更後の公開買付期

間の末日までの期間とする。

 
b.　本公開買付価格

本公開買付価格を対象者株式１株当たり金1,150円とする。

 
c.　決済の開始日

平成28年９月５日（月曜日）とする。

 

EDINET提出書類

ヤフー株式会社(E05000)

訂正公開買付届出書

11/29



 

（ii）第２回買付条件等変更後の本公開買付けに賛同する旨の意見表明

対象者は、本資本業務提携契約変更覚書の締結日において、当社が第２回買付条件等変更を行うことを決定

することを条件として、第２回買付条件等変更後の本公開買付けに賛同する旨の意見を表明することにつき、

取締役会決議（以下「第２回賛同決議」という。）を行い、その内容を公表する。対象者は、当該決議につ

き、取締役全員の一致及び監査役全員の異議がない旨の意見を得るよう、最大限努力するものとする。なお、

対象者は、第２回賛同決議を訂正、撤回、変更せず、また、第２回賛同決議と矛盾する内容のいかなる決議も

行わない。但し、対象者が第２回賛同決議を維持、継続すること又は対抗公開買付けへの反対意見表明を行う

ことが、対象者の取締役の善管注意義務又は忠実義務に違反するおそれがあると客観的かつ合理的に判断され

るときは、この限りでない。

 
（ⅲ）本自己株式の応募

対象者は、本資本業務提携契約変更覚書の締結日において、当社が第２回買付条件等変更を行うことを決定

することを条件として、本自己株式の全部を本公開買付けに応募するために、本自己株式処分を行う旨及び当

該決議に基づき本自己株式の全部を本公開買付けに応募する旨の取締役会決議（以下「本自己株式処分等決

議」という。）を行い、本自己株式処分に係る有価証券届出書を金融商品取引法に従って関東財務局に提出

し、その内容を公表するとともに、当該届出の効力発生後、本自己株式の全部について、本公開買付けに応募

し、公開買付期間中、これを維持する。なお、対象者は、本自己株式処分等決議を訂正、撤回、変更せず、ま

た、本自己株式処分決議と矛盾する内容のいかなる決議も行わず、また、本自己株式処分等決議に基づく本自

己株式の本公開買付けへの応募を解除しない。但し、対象者が本自己株式処分等決議を維持することが、対象

者の取締役の善管注意義務又は忠実義務に違反するおそれがあると客観的かつ合理的に判断されるときは、こ

の限りでない。

 
（ⅳ）本第三者割当増資に係る承認決議の維持

対象者は、本資本業務提携契約変更覚書の締結日において、第２回買付条件等変更及び本自己株式処分の実

施にかかわらず、対象者が平成28年６月９日付で行った本第三者割当増資の実行を承認する旨の取締役会決議

を維持する旨の決議を行う。

 
③　本応募契約

当社は、クックパッド株式会社との間で、平成28年８月12日付で、本公開買付価格が金1,150円以上に変更され

ていることを条件として、その所有する対象者株式の全部（対象者株式534,400株）について、本公開買付けに応

募する旨をその内容とする応募契約を締結しております。
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（5）本公開買付け後の株券等の追加取得予定

(訂正前)

対象者有価証券届出書等によれば、対象者は、平成28年６月９日開催の対象者取締役会において、当社を割当予

定先とし、平成28年７月29日から平成28年９月12日までを払込期間とする第三者割当の方法による募集株式の発行

（本公開買付け成立後の増資前完全希薄化ベースの持株割合が41.00％未満の場合、増資後完全希薄化ベースの持株

割合が41.00％に達するために必要な数として発行株式総数は最大で普通株式2,373,400株、発行価額は本公開買付

価格と同額である１株当たり850円、発行価額総額約2,017百万円。なお、当該発行株式総数は、本公開買付けが下

限で成立した場合に発行する株式の数であり、当該発行価額の総額は、本公開買付けが買付予定数の下限で成立し

た場合における発行株式総数の全株式について払込みがあったものとして計算した最大値であります。）について

決議しているとのことです。なお、当社は、本第三者割当増資に関して、本公開買付けが成立した場合には、本公

開買付けの結果を確認した上で、当社が本公開買付けにより取得する対象者株式と本書提出日現在当社が所有する

対象者株式（100株）と合計して、本第三者割当増資に係る払込み後の当社の対象者に対する増資後完全希薄化ベー

スの持株割合を41.00％とするために必要な数の対象者株式（但し、100株単位未満を切り上げた数）について払込

みを行う予定です。他方、当社は、本公開買付けが成立しなかった場合には、本第三者割当増資に係る払込みの全

部を行わない予定です。そのため、当社は、本公開買付けの結果に応じて、本第三者割当増資における募集株式の

発行数として対象者が決議した株式数（普通株式2,373,400株）のうち全部又は一部について払込みを行わない可能

性があります。

(中略)

なお、当社は、上記のとおり、本公開買付けの結果に応じて、本第三者割当増資における募集株式の発行数とし

て対象者が決議した株式数（普通株式2,373,400株）のうち全部又は一部について払込みを行わない可能性がありま

す。対象者有価証券届出書等によれば、対象者は、その場合は、資本業務提携先である当社から借入れ等の資金面

での支援を受けるほか金融機関その他の外部からの借入れ等による資金調達を行うことで、上記項目を実施してい

くとのことです。なお、この場合における支出予定時期及び優先順位に関しては、現時点では未定であるものの、

資金調達の時期及び金額等を踏まえ、当社と協議し、それぞれの効果等を確認しながら、優先順位の高いものから

実施する予定であるとのことです。

また、当社は、本取引の結果、当社の対象者に対する増資後完全希薄化ベースの持株割合を41.00％とするために

必要な数の対象者株式を取得することができた場合には、現時点で、対象者株式を追加で取得する予定はありませ

ん。

(後略)

 
(訂正後)

対象者有価証券届出書等によれば、対象者は、平成28年６月９日開催の対象者取締役会において、当社を割当予

定先とし、平成28年７月29日から平成28年９月12日までを払込期間とする第三者割当の方法による募集株式の発行

（本公開買付け成立後の増資前完全希薄化ベースの持株割合が41.00％未満の場合、増資後完全希薄化ベースの持株

割合が41.00％に達するために必要な数として発行株式総数は最大で普通株式2,373,400株、発行価額は第２回買付

条件等変更前の本公開買付価格と同額である１株当たり850円、発行価額総額約2,017百万円。なお、当該発行株式

総数は、本公開買付けが下限で成立した場合に発行する株式の数であり、当該発行価額の総額は、本公開買付けが

買付予定数の下限で成立した場合における発行株式総数の全株式について払込みがあったものとして計算した最大

値であります。）について決議しているとのことです。なお、当社は、本第三者割当増資に関して、本公開買付け

が成立した場合には、本公開買付けの結果を確認した上で、当社が本公開買付けにより取得する対象者株式と本書

提出日現在当社が所有する対象者株式（100株）と合計して、本第三者割当増資に係る払込み後の当社の対象者に対

する増資後完全希薄化ベースの持株割合を41.00％とするために必要な数の対象者株式（但し、100株単位未満を切

り上げた数）について払込みを行う予定です。他方、当社は、本公開買付けが成立しなかった場合には、本第三者

割当増資に係る払込みの全部を行わない予定です。そのため、当社は、本公開買付けの結果に応じて、本第三者割

当増資における募集株式の発行数として対象者が決議した株式数（普通株式2,373,400株）のうち全部又は一部につ

いて払込みを行わない可能性があります。

(中略)
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なお、当社は、上記のとおり、本公開買付けの結果に応じて、本第三者割当増資における募集株式の発行数とし

て対象者が決議した株式数（普通株式2,373,400株）のうち全部又は一部について払込みを行わない可能性がありま

す。対象者有価証券届出書等によれば、対象者は、その場合は、資本業務提携先である当社から借入れ等の資金面

での支援を受けるほか金融機関その他の外部からの借入れ等による資金調達を行うことで、上記項目を実施してい

くとのことです。なお、この場合における支出予定時期及び優先順位に関しては、現時点では未定であるものの、

資金調達の時期及び金額等を踏まえ、当社と協議し、それぞれの効果等を確認しながら、優先順位の高いものから

実施する予定であるとのことです。

また、変更後対象者プレスリリース及び本自己株式処分に係る有価証券届出書によれば、本自己株式の処分によ

り調達する資金については、新規顧客獲得を目的とした新規プロダクト開発に460百万円が充当される予定であると

のことです。

また、当社は、本取引の結果、当社の対象者に対する増資後完全希薄化ベースの持株割合を41.00％とするために

必要な数の対象者株式を取得することができた場合には、現時点で、対象者株式を追加で取得する予定はありませ

ん。

なお、変更後対象者プレスリリースによれば、対象者は、平成28年８月12日開催の対象者取締役会において、第

２回買付条件等変更及び本自己株式処分を踏まえ、本第三者割当増資の必要性及びその条件について改めて慎重に

協議・検討を行った結果、第２回買付条件等変更及び本自己株式処分を前提としたとしても、本第三者割当増資は

対象者の企業価値の向上及び株主価値の向上に不可欠であり、平成28年６月９日開催の対象者取締役会で決議した

本第三者割当増資における発行条件は引き続き合理的かつ相当であると判断しているとのことです。

(後略)

 

４ 【買付け等の期間、買付け等の価格及び買付予定の株券等の数】

(1) 【買付け等の期間】

① 【届出当初の期間】

(訂正前)

買付け等の期間
平成28年６月10日（金曜日）から平成28年８月15日（月曜日）まで
（45営業日）

公告日 平成28年６月10日（金曜日）

公告掲載新聞名
電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。
電子公告アドレス
（http://disclosure.edinet-fsa.go.jp/）

 

 

(訂正後)

買付け等の期間
平成28年６月10日（金曜日）から平成28年８月29日（月曜日）まで
（55営業日）

公告日 平成28年６月10日（金曜日）

公告掲載新聞名
電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。
電子公告アドレス
（http://disclosure.edinet-fsa.go.jp/）
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(2) 【買付け等の価格】

(訂正前)

株券 普通株式１株につき金850円

新株予約権証券 ―

新株予約権付社債券 ―

株券等信託受益証券
（　　　　　　）

―

株券等預託証券
（　　　　　　）

―

算定の基礎

当社は、本公開買付価格の決定にあたり、当社及び対象者から独立した
第三者算定機関である大和証券に対して、対象者の株式価値の算定を依頼
いたしました。なお、大和証券は当社及び対象者の関連当事者には該当せ
ず、本公開買付けに関して、重要な利害関係を有しておりません。大和証
券は、当社からのかかる依頼に基づき、市場株価法及びＤＣＦ法の各手法
を用いて対象者株式の株式価値の算定を行っており、当社は平成28年６月
８日に大和証券より本株式価値算定書を受領し、株式価値の算定結果の報
告を受けております。なお、当社は、大和証券から本公開買付価格の公正
性に関する意見（フェアネス・オピニオン）は取得しておりません。
大和証券による対象者株式１株当たり株式価値の算定結果は、以下のと

おりです。
 
市場株価法　　　　　：618円～718円
ＤＣＦ法　　　　　 ：774円～978円

 
市場株価法では平成28年６月８日を基準日として、東京証券取引所市場

第一部における対象者株式の基準日終値680円、過去１ヶ月間の終値単純平
均株価718円、過去３ヶ月間の終値単純平均株価618円及び過去６ヶ月間の
終値単純平均株価624円を基に、618円～718円と算定されております。
また、ＤＣＦ法では平成29年１月期から平成33年１月期の対象者の事業

計画を基に当社が修正を行った修正事業計画に基づく収益予測や投資計画
等、合理的と考える前提を考慮した上で、対象者が平成29年１月期以降生
み出すフリー・キャッシュ・フローを、事業リスクに応じた適切な割引率
で現在価値に割り戻して評価した株式価値を基に、774円～978円と算定さ
れております。
当社は、大和証券から取得した本株式価値算定書の結果のほか、当社に

おいて実施した対象者に対するデュー・ディリジェンスの結果、対象者株
式の直近６ヶ月間の市場株価動向、対象者との間の協議・交渉等の経過等
に鑑み、平成28年６月９日、本公開買付価格を850円と決定いたしました。
なお、本公開買付価格850円は、当社による本公開買付けの公表日の前営

業日である平成28年６月８日の対象者株式の東京証券取引所市場第一部に
おける終値（680円）に25.00％のプレミアム（小数点以下第三位を四捨五
入。以下、株価に対するプレミアムの計算において同じとします。）を、
過去１ヶ月間（平成28年５月９日から平成28年６月８日まで）の終値単純
平均株価（718円）に18.38％のプレミアムを、過去３ヶ月間（平成28年３
月９日から平成28年６月８日まで）の終値単純平均株価（618円）に
37.54％のプレミアムを、過去６ヶ月間（平成27年12月９日から平成28年６
月８日まで）の終値単純平均株価（624円）に36.22％のプレミアムをそれ
ぞれ加えた額に相当します。
また、本公開買付価格850円は、本書提出日の前営業日である平成28年６

月９日の対象者株式の東京証券取引所市場第一部における終値（679円）に
25.18％のプレミアムを加えた額に相当します。
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算定の経緯

（本公開買付価格の決定に至る経緯）
当社は、平成28年２月17日、対象者に対し、当社による対象者の連結子

会社化を含む両者間の資本業務提携の提案を行い、その後、当社は、対象
者との間で当社による対象者の連結子会社化を含む資本業務提携の実施の
是非及びその方法について、本格的な協議・検討を開始し、対象者に対す
るデュー・ディリジェンス及び対象者との間でのシナジーの創出に向けた
複数回の協議・検討を行ってまいりました。
その間、当社は、平成28年３月上旬から同年４月中旬にかけて、対象者

の代表取締役社長である小出斉氏との面談を複数回実施し、対象者との協
働に関する当社の取組方針を説明するとともに、当社による対象者の連結
子会社化を含む資本業務提携の実施の是非及びその方法についての協議・
交渉を複数回にわたって行ってまいりました。
このような協議・検討・交渉の結果、当社は、平成28年４月26日、対象

者に対して、当社が対象者を連結子会社化することを含む資本業務提携の
方法として、本取引、すなわち、当社による対象者株式に対する本公開買
付け及び当社を割当予定先とする本第三者割当増資を実行することを提案
しました。
その後の協議・交渉を経て、当社は、平成28年６月９日、本公開買付け

と本第三者割当増資を組み合わせることにより、当社が対象者を連結子会
社化することを目的として、本資本業務提携契約を締結すること、本公開
買付けを実施すること、及び本第三者割当増資に関して対象者が平成28年
６月９日に関東財務局長に提出した対象者有価証券届出書の効力の発生を
条件として、対象者が実施する本第三者割当増資により発行する対象者株
式を当社が引き受けることを決定し、以下の経緯により本公開買付価格に
ついて決定いたしました。
①　算定の際に意見を聴取した第三者の名称

当社は、本公開買付価格の決定にあたり、当社及び対象者から独立し
た第三者算定機関である大和証券に対して、対象者の株式価値の算定を
依頼いたしました。なお、大和証券は当社及び対象者の関連当事者には
該当せず、本公開買付けに関して、重要な利害関係を有しておりませ
ん。当社は、平成28年６月８日に大和証券より本株式価値算定書を受領
し、株式価値の算定結果の報告を受けております。なお、当社は、大和
証券から本公開買付価格の公正性に関する意見（フェアネス・オピニオ
ン）は取得しておりません。

 
②　当該意見の概要

大和証券による対象者株式１株当たり株式価値の算定結果は、以下の
とおりです。

 
市場株価法　　　　　：618円～718円
ＤＣＦ法　　　　　 ：774円～978円

 
③ 当該意見を踏まえて本公開買付価格を決定するに至った経緯

当社は、本公開買付価格の決定にあたって大和証券から取得した本株
式価値算定書の結果を踏まえつつ、当社において実施した対象者に対す
るデュー・ディリジェンスの結果、対象者を連結子会社化することによ
り期待されるシナジーその他本資本業務提携契約により見込まれるメ
リット、対象者株式の直近６ヶ月間の市場株価動向、対象者との間の協
議・交渉等の経過等を総合的に勘案し、平成28年６月９日、本公開買付
価格を850円と決定いたしました。
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(訂正後)

株券 普通株式１株につき金1,150円

新株予約権証券 ―

新株予約権付社債券 ―

株券等信託受益証券
（　　　　　　）

―

株券等預託証券
（　　　　　　）

―

算定の基礎

当社は、本公開買付価格の決定にあたり、当社及び対象者から独立した
第三者算定機関である大和証券に対して、対象者の株式価値の算定を依頼
いたしました。なお、大和証券は当社及び対象者の関連当事者には該当せ
ず、本公開買付けに関して、重要な利害関係を有しておりません。大和証
券は、当社からのかかる依頼に基づき、市場株価法及びＤＣＦ法の各手法
を用いて対象者株式の株式価値の算定を行っており、当社は平成28年６月
８日に大和証券より本株式価値算定書を受領し、株式価値の算定結果の報
告を受けております。なお、当社は、大和証券から本公開買付価格の公正
性に関する意見（フェアネス・オピニオン）は取得しておりません。
大和証券による対象者株式１株当たり株式価値の算定結果は、以下のと

おりです。
 
市場株価法　　　　　：618円～718円
ＤＣＦ法　　　　　 ：774円～978円

 
市場株価法では平成28年６月８日を基準日として、東京証券取引所市場

第一部における対象者株式の基準日終値680円、過去１ヶ月間の終値単純平
均株価718円、過去３ヶ月間の終値単純平均株価618円及び過去６ヶ月間の
終値単純平均株価624円を基に、618円～718円と算定されております。
また、ＤＣＦ法では平成29年１月期から平成33年１月期の対象者の事業

計画を基に当社が修正を行った修正事業計画に基づく収益予測や投資計画
等、合理的と考える前提を考慮した上で、対象者が平成29年１月期以降生
み出すフリー・キャッシュ・フローを、事業リスクに応じた適切な割引率
で現在価値に割り戻して評価した株式価値を基に、774円～978円と算定さ
れております。
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当社は、大和証券から取得した本株式価値算定書の結果のほか、当社に
おいて実施した対象者に対するデュー・ディリジェンスの結果、対象者株
式の直近６ヶ月間の市場株価動向、対象者との間の協議・交渉等の経過等
に鑑み、平成28年６月９日、本公開買付価格を850円と決定いたしました。
その後、当社は、平成28年６月10日から本公開買付けを開始しました

が、本公開買付けの開始後における対象者の株主の皆様による本公開買付
けへの応募状況、今後の応募の見通し並びに応募合意株主及び対象者の意
向のほか、本取引の意義、本取引の目的を円滑に達成する必要性、また、
本取引により見込まれる当社及び対象者それぞれに期待されるシナジーの
実現可能性等を総合的に考慮して、慎重に検討した結果、平成28年８月12
日、本公開買付価格を金850円から金1,150円に変更することを決定いたし
ました。
なお、第２回買付条件等変更前の本公開買付価格850円は、当社による本

公開買付けの公表日の前営業日である平成28年６月８日の対象者株式の東
京証券取引所市場第一部における終値（680円）に25.00％のプレミアム
（小数点以下第三位を四捨五入。以下、株価に対するプレミアムの計算に
おいて同じとします。）を、過去１ヶ月間（平成28年５月９日から平成28
年６月８日まで）の終値単純平均株価（718円）に18.38％のプレミアム
を、過去３ヶ月間（平成28年３月９日から平成28年６月８日まで）の終値
単純平均株価（618円）に37.54％のプレミアムを、過去６ヶ月間（平成27
年12月９日から平成28年６月８日まで）の終値単純平均株価（624円）に
36.22％のプレミアムをそれぞれ加えた額に相当します。
また、第２回買付条件等変更前の本公開買付価格850円は、本書提出日の

前営業日である平成28年６月９日の対象者株式の東京証券取引所市場第一
部における終値（679円）に25.18％のプレミアムを加えた額に相当しま
す。
一方、第２回買付条件等変更後の本公開買付価格1,150円は、当社による

本公開買付けの公表日の前営業日である平成28年６月８日の対象者株式の
東京証券取引所市場第一部における終値（680円）に69.12％のプレミアム
を、過去１ヶ月間（平成28年５月９日から平成28年６月８日まで）の終値
単純平均株価（718円）に60.17％のプレミアムを、過去３ヶ月間（平成28
年３月９日から平成28年６月８日まで）の終値単純平均株価（618円）に
86.08％のプレミアムを、過去６ヶ月間（平成27年12月９日から平成28年６
月８日まで）の終値単純平均株価（624円）に84.29％のプレミアムをそれ
ぞれ加えた額に相当します。
また、第２回買付条件等変更後の本公開買付価格1,150円は、本書提出日

の前営業日である平成28年６月９日の対象者株式の東京証券取引所市場第
一部における終値（679円）に69.37％のプレミアムを加えた額に相当しま
す。
なお、当社は、第２回買付条件等変更の決定にあたり、新たに対象者の

株式価値に関する株式価値算定書を取得しておりません。
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算定の経緯

（本公開買付価格の決定に至る経緯）
当社は、平成28年２月17日、対象者に対し、当社による対象者の連結子

会社化を含む両者間の資本業務提携の提案を行い、その後、当社は、対象
者との間で当社による対象者の連結子会社化を含む資本業務提携の実施の
是非及びその方法について、本格的な協議・検討を開始し、対象者に対す
るデュー・ディリジェンス及び対象者との間でのシナジーの創出に向けた
複数回の協議・検討を行ってまいりました。
その間、当社は、平成28年３月上旬から同年４月中旬にかけて、対象者

の代表取締役社長である小出斉氏との面談を複数回実施し、対象者との協
働に関する当社の取組方針を説明するとともに、当社による対象者の連結
子会社化を含む資本業務提携の実施の是非及びその方法についての協議・
交渉を複数回にわたって行ってまいりました。
このような協議・検討・交渉の結果、当社は、平成28年４月26日、対象

者に対して、当社が対象者を連結子会社化することを含む資本業務提携の
方法として、本取引、すなわち、当社による対象者株式に対する本公開買
付け及び当社を割当予定先とする本第三者割当増資を実行することを提案
しました。
その後の協議・交渉を経て、当社は、平成28年６月９日、本公開買付け

と本第三者割当増資を組み合わせることにより、当社が対象者を連結子会
社化することを目的として、本資本業務提携契約を締結すること、本公開
買付けを実施すること、及び本第三者割当増資に関して対象者が平成28年
６月９日に関東財務局長に提出した対象者有価証券届出書の効力の発生を
条件として、対象者が実施する本第三者割当増資により発行する対象者株
式を当社が引き受けることを決定し、以下の経緯により本公開買付価格に
ついて決定いたしました。
①　算定の際に意見を聴取した第三者の名称

当社は、本公開買付価格の決定にあたり、当社及び対象者から独立し
た第三者算定機関である大和証券に対して、対象者の株式価値の算定を
依頼いたしました。なお、大和証券は当社及び対象者の関連当事者には
該当せず、本公開買付けに関して、重要な利害関係を有しておりませ
ん。当社は、平成28年６月８日に大和証券より本株式価値算定書を受領
し、株式価値の算定結果の報告を受けております。なお、当社は、大和
証券から本公開買付価格の公正性に関する意見（フェアネス・オピニオ
ン）は取得しておりません。

 
②　当該意見の概要

大和証券による対象者株式１株当たり株式価値の算定結果は、以下の
とおりです。

 
市場株価法　　　　　：618円～718円
ＤＣＦ法　　　　　 ：774円～978円

 
③ 当該意見を踏まえて本公開買付価格を決定するに至った経緯

当社は、本公開買付価格の決定にあたって大和証券から取得した本株
式価値算定書の結果を踏まえつつ、当社において実施した対象者に対す
るデュー・ディリジェンスの結果、対象者を連結子会社化することによ
り期待されるシナジーその他本資本業務提携契約により見込まれるメ
リット、対象者株式の直近６ヶ月間の市場株価動向、対象者との間の協
議・交渉等の経過等を総合的に勘案し、平成28年６月９日、本公開買付
価格を850円と決定いたしました。
その後、当社は、平成28年６月10日から本公開買付けを開始しました

が、本公開買付けの開始後における対象者の株主の皆様による本公開買
付けへの応募状況、今後の応募の見通し並びに応募合意株主及び対象者
の意向のほか、本取引の意義、本取引の目的を円滑に達成する必要性、
また、本取引により見込まれる当社及び対象者それぞれに期待されるシ
ナジーの実現可能性等を総合的に考慮して、慎重に検討した結果、平成
28年８月12日、本公開買付価格を金850円から金1,150円に変更すること
を決定いたしました。
なお、当社は、第２回買付条件等変更の決定にあたり、新たに対象者

の株式価値に関する株式価値算定書を取得しておりません。
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(3) 【買付予定の株券等の数】

(訂正前)

買付予定数 買付予定数の下限 買付予定数の上限

2,427,700 (株) 990,800 (株) 2,427,700 (株)
 

（注１） 応募株券等の総数が買付予定数の下限（990,800株）に満たない場合は、応募株券等の全部の買付け等を行
いません。応募株券等の総数が買付予定数の上限（2,427,700株）を超える場合は、その超える部分の全部
又は一部の買付け等を行わないものとし、法第27条の13第５項及び府令第32条に規定するあん分比例の方式
により、株券等の買付け等に係る受渡しその他の決済を行います。

（注２） 単元未満株式も本公開買付けの対象としております。なお、会社法に従って株主による単元未満株式買取請
求権が行使された場合には、対象者は法令の手続に従い本公開買付けに係る買付け等の期間（以下「公開買
付期間」といいます。）中に自己の株式を買い取ることがあります。

（注３） 本公開買付けを通じて、対象者が所有する自己株式を取得する予定はありません。
（注４） 本公開買付期間末日までに本新株予約権が行使される可能性がありますが、当該行使により発行される対象

者株式についても本公開買付けの対象となります。
（注５） 買付予定数の下限は、対象者が平成28年６月７日に提出した本四半期決算短信に記載された平成28年４月30

日現在の発行済株式総数（5,354,800株）から、本四半期決算短信に記載された平成28年４月30日現在の対
象者の保有する自己株式数（400,200株）を控除した株式数（4,954,600株）の、20.00％に相当する数
（990,900株）（但し、100株単位未満を切り捨てた数）から、当社が本書提出日現在所有する対象者株式
（100株）を控除した株式数を記載しております。

（注６） 買付予定数の上限は、対象者が平成28年６月７日に提出した本四半期決算短信に記載された平成28年４月30
日現在の発行済株式総数（5,354,800株）から、本四半期決算短信に記載された平成28年４月30日現在の対
象者の保有する自己株式数（400,200株）を控除した株式数（4,954,600株）の、49.00％に相当する数
（2,427,800株）（但し、100株単位未満を切り上げた数）から、当社が本書提出日現在所有する対象者株式
（100株）を控除した株式数を記載しております。

　

(訂正後)

買付予定数 買付予定数の下限 買付予定数の上限

2,427,700 (株) 990,800 (株) 2,427,700 (株)
 

（注１） 応募株券等の総数が買付予定数の下限（990,800株）に満たない場合は、応募株券等の全部の買付け等を行
いません。応募株券等の総数が買付予定数の上限（2,427,700株）を超える場合は、その超える部分の全部
又は一部の買付け等を行わないものとし、法第27条の13第５項及び府令第32条に規定するあん分比例の方式
により、株券等の買付け等に係る受渡しその他の決済を行います。

（注２） 単元未満株式も本公開買付けの対象としております。なお、会社法に従って株主による単元未満株式買取請
求権が行使された場合には、対象者は法令の手続に従い本公開買付けに係る買付け等の期間（以下「公開買
付期間」といいます。）中に自己の株式を買い取ることがあります。

（注３） 対象者は、平成28年８月12日開催の取締役会において、本自己株式処分を行う旨及び本自己株式の全部であ
る対象者株式400,200株を本公開買付けに応募する旨を決議しております。

（注４） 本公開買付期間末日までに本新株予約権が行使される可能性がありますが、当該行使により発行される対象
者株式についても本公開買付けの対象となります。

（注５） 買付予定数の下限は、対象者が平成28年６月７日に提出した本四半期決算短信に記載された平成28年４月30
日現在の発行済株式総数（5,354,800株）から、本四半期決算短信に記載された平成28年４月30日現在の対
象者の保有する自己株式数（400,200株）を控除した株式数（4,954,600株）の、20.00％に相当する数
（990,900株）（但し、100株単位未満を切り捨てた数）から、当社が本書提出日現在所有する対象者株式
（100株）を控除した株式数を記載しております。

（注６） 買付予定数の上限は、対象者が平成28年６月７日に提出した本四半期決算短信に記載された平成28年４月30
日現在の発行済株式総数（5,354,800株）から、本四半期決算短信に記載された平成28年４月30日現在の対
象者の保有する自己株式数（400,200株）を控除した株式数（4,954,600株）の、49.00％に相当する数
（2,427,800株）（但し、100株単位未満を切り上げた数）から、当社が本書提出日現在所有する対象者株式
（100株）を控除した株式数を記載しております。
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５ 【買付け等を行った後における株券等所有割合】

(訂正前)

区分 議決権の数

買付予定の株券等に係る議決権の数（個）(a) 24,277

ａのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(b) ―

ｂのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決権の数

（個）(c)
―

公開買付者の所有株券等に係る議決権の数（平成28年６月10日現在）（個）(d) 1

ｄのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(e) ―

ｅのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決権の数

（個）(f)
―

特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（平成28年６月10日現在）（個）(g) ―

ｇのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(h) ―

ｈのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決権の数

（個）(i)
―

対象者の総株主等の議決権の数（平成28年１月31日現在）（個）(j) 49,520

買付予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合

(a/j)（％）
49.00

買付け等を行った後における株券等所有割合

((a＋d＋g)/(j＋(b－c)+(e－f)+(h－i))×100)（％）
49.00

 

（注１） 「買付予定の株券等に係る議決権の数（個）(a)」は、本公開買付けにおける買付予定の株券等の数

（2,427,700株）に係る議決権の数を記載しております。

（注２） 「対象者の総株主等の議決権の数（平成28年１月31日現在）（個）(j)」は、本有価証券報告書に記載され

た平成28年１月31日現在の総株主の議決権の数（１単元の株式数を100株として記載されたもの）を記載し

ております。但し、本公開買付けにおいては、単元未満株式も本公開買付けの対象としているため、「買付

予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合」及び「買付け等を行った後における

株券等所有割合」の計算においては、本四半期決算短信に記載された平成28年４月30日現在の対象者の発行

済株式総数（5,354,800株）から、同本四半期決算短信に記載された平成28年４月30日現在の対象者の保有

する自己株式数（400,200株）を控除した株式数（4,954,600株）に係る議決権の数（49,546個）を分母とし

て計算しております。

（注３） 「買付予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合」及び「買付け等を行った後に

おける株券等所有割合」については、小数点以下第三位を四捨五入しております。

（注４） 平成28年６月９日現在の対象者が発行する本新株予約権が行使されることにより発行等される可能性のある

対象者株式は、最大477,300株であり、かかる新株予約権の行使により対象者株式が発行等された場合に

は、上記「買付予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合」及び「買付等を行っ

た後における株券等所有割合」は、49.00％を下回ることとなります。

（注５） 対象者は、平成28年６月９日開催の対象者取締役会において、本第三者割当増資について決議しているとの

ことです。なお、本第三者割当増資に関して、当社は、本公開買付けが成立した場合には、本公開買付けの

結果を確認した上で、当社が本公開買付けにより取得する対象者株式と本書提出日現在当社が所有する対象

者株式（100株）と合計して、増資後完全希薄化ベースの持株割合を41.00％とするために必要な数の対象者

株式（但し、100株単位未満を切り上げた数）について払込みを行う予定です。他方、当社は、本公開買付

けが成立しなかった場合には、本第三者割当増資に係る払込みの全部を行わない予定です。そのため、当社

は、本公開買付けの結果に応じて、本第三者割当増資における募集株式の発行数として対象者が決議した株

式数（2,373,400株）のうち全部又は一部について、払込みを行わない可能性があります。
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(訂正後)

区分 議決権の数

買付予定の株券等に係る議決権の数（個）(a) 24,277

ａのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(b) ―

ｂのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決権の数

（個）(c)
―

公開買付者の所有株券等に係る議決権の数（平成28年６月10日現在）（個）(d) 1

ｄのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(e) ―

ｅのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決権の数

（個）(f)
―

特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（平成28年６月10日現在）（個）(g) ―

ｇのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(h) ―

ｈのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決権の数

（個）(i)
―

対象者の総株主等の議決権の数（平成28年１月31日現在）（個）(j) 49,520

買付予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合

(a/j)（％）
45.34

買付け等を行った後における株券等所有割合

((a＋d＋g)/(j＋(b－c)+(e－f)+(h－i))×100)（％）
45.34

 

（注１） 「買付予定の株券等に係る議決権の数（個）(a)」は、本公開買付けにおける買付予定の株券等の数

（2,427,700株）に係る議決権の数を記載しております。

（注２） 「対象者の総株主等の議決権の数（平成28年１月31日現在）（個）(j)」は、本有価証券報告書に記載され

た平成28年１月31日現在の総株主の議決権の数（１単元の株式数を100株として記載されたもの）を記載し

ております。但し、本公開買付けにおいては、単元未満株式及び対象者の保有する自己株式も本公開買付け

の対象としているため、「買付予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合」及び

「買付け等を行った後における株券等所有割合」の計算においては、本四半期決算短信に記載された平成28

年４月30日現在の対象者の発行済株式総数（5,354,800株）に係る議決権の数（53,548個）を分母として計

算しております。

（注３） 「買付予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合」及び「買付け等を行った後に

おける株券等所有割合」については、小数点以下第三位を四捨五入しております。

（注４） 平成28年６月９日現在の対象者が発行する本新株予約権が行使されることにより発行等される可能性のある

対象者株式は、最大477,300株であり、かかる新株予約権の行使により対象者株式が発行等された場合に

は、上記「買付予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合」及び「買付等を行っ

た後における株券等所有割合」は、45.34％を下回ることとなります。

（注５） 対象者は、平成28年６月９日開催の対象者取締役会において、本第三者割当増資について決議しているとの

ことです。なお、本第三者割当増資に関して、当社は、本公開買付けが成立した場合には、本公開買付けの

結果を確認した上で、当社が本公開買付けにより取得する対象者株式と本書提出日現在当社が所有する対象

者株式（100株）と合計して、増資後完全希薄化ベースの持株割合を41.00％とするために必要な数の対象者

株式（但し、100株単位未満を切り上げた数）について払込みを行う予定です。他方、当社は、本公開買付

けが成立しなかった場合には、本第三者割当増資に係る払込みの全部を行わない予定です。そのため、当社

は、本公開買付けの結果に応じて、本第三者割当増資における募集株式の発行数として対象者が決議した株

式数（2,373,400株）のうち全部又は一部について、払込みを行わない可能性があります。
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８ 【買付け等に要する資金】

(1) 【買付け等に要する資金等】

(訂正前)

買付代金（円）(a) 2,063,545,000

金銭以外の対価の種類 ―

金銭以外の対価の総額 ―

買付手数料(b) 91,000,000

その他(c) 8,000,000

合計(a)＋(b)＋(c) 2,162,545,000
 

（注１） 「買付代金（円）(a)」欄には、買付予定数（2,427,700株）に本公開買付価格（850円）を乗じた金額を記

載しております。

（後略）

 
(訂正後)

買付代金（円）(a) 2,791,855,000

金銭以外の対価の種類 ―

金銭以外の対価の総額 ―

買付手数料(b) 91,000,000

その他(c) 11,000,000

合計(a)＋(b)＋(c) 2,893,855,000
 

（注１） 「買付代金（円）(a)」欄には、買付予定数（2,427,700株）に本公開買付価格（1,150円）を乗じた金額を

記載しております。

（後略）
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10 【決済の方法】

(2) 【決済の開始日】

(訂正前)

平成28年８月22日（月曜日）

　

(訂正後)

平成28年９月５日（月曜日）

 

第２ 【公開買付者の状況】

１ 【会社の場合】

(3) 【継続開示会社たる公開買付者に関する事項】

① 【公開買付者が提出した書類】

ロ 【四半期報告書又は半期報告書】

(訂正前)

事業年度　第21期第３四半期（自　平成27年10月１日　至　平成27年12月31日）平成28年２月12日　関東財

務局長に提出

事業年度　第22期第１四半期（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）平成28年８月８日　関東財

務局長に提出予定

　

(訂正後)

事業年度　第22期第１四半期（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）平成28年８月８日　関東財

務局長に提出
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第３ 【公開買付者及びその特別関係者による株券等の所有状況及び取引状況】

４ 【届出書の提出日以後に株券等の買付け等を行う旨の契約】

(訂正前)

対象者は、平成28年６月９日開催の対象者取締役会において、当社を割当予定先とし、平成28年７月29日から平成

28年９月12日までを払込期間とする第三者割当の方法による募集株式の発行（本公開買付け成立後の増資前完全希薄

化ベースの持株割合が41.00％未満の場合、増資後完全希薄化ベースの持株割合が41.00％に達するために必要な数と

して発行株式総数は最大で普通株式2,373,400株、発行価額は本公開買付価格と同額である１株当たり850円、発行価

額総額約2,017百万円。なお、当該発行株式総数は、本公開買付けが下限で成立した場合に発行する株式の数であり、

当該発行価額の総額は、本公開買付けが買付予定数の下限で成立した場合における発行株式総数の全株式について払

込みがあったものとして計算した最大値であります。）について決議しているとのことです。なお、当社は、本第三

者割当増資に関して、本公開買付けが成立した場合には、本公開買付けの結果を確認した上で、当社が本公開買付け

により取得する対象者株式と本書提出日現在当社が所有する対象者株式（100株）と合計して、本第三者割当増資に係

る払込み後の当社の対象者に対する増資後完全希薄化ベースの持株割合を41.00％とするために必要な数の対象者株式

（但し、100株単位未満を切り上げた数）について払込みを行う予定です。他方、当社は、本公開買付けが成立しな

かった場合には、本第三者割当増資に係る払込みの全部を行わない予定です。そのため、当社は、本公開買付けの結

果に応じて、本第三者割当増資における募集株式の発行数として対象者が決議した株式数（普通株式2,373,400株）の

うち全部又は一部について払込みを行わない可能性があります。当該第三者割当増資に係る詳細については、上記

「第１　公開買付要項」の「３　買付け等の目的」の「（5）本公開買付け後の株券等の追加取得予定」をご参照くだ

さい。

　

(訂正後)

対象者は、平成28年６月９日開催の対象者取締役会において、当社を割当予定先とし、平成28年７月29日から平成

28年９月12日までを払込期間とする第三者割当の方法による募集株式の発行（本公開買付け成立後の増資前完全希薄

化ベースの持株割合が41.00％未満の場合、増資後完全希薄化ベースの持株割合が41.00％に達するために必要な数と

して発行株式総数は最大で普通株式2,373,400株、発行価額は第２回買付条件等変更前の本公開買付価格と同額である

１株当たり850円、発行価額総額約2,017百万円。なお、当該発行株式総数は、本公開買付けが下限で成立した場合に

発行する株式の数であり、当該発行価額の総額は、本公開買付けが買付予定数の下限で成立した場合における発行株

式総数の全株式について払込みがあったものとして計算した最大値であります。）について決議しているとのことで

す。なお、当社は、本第三者割当増資に関して、本公開買付けが成立した場合には、本公開買付けの結果を確認した

上で、当社が本公開買付けにより取得する対象者株式と本書提出日現在当社が所有する対象者株式（100株）と合計し

て、本第三者割当増資に係る払込み後の当社の対象者に対する増資後完全希薄化ベースの持株割合を41.00％とするた

めに必要な数の対象者株式（但し、100株単位未満を切り上げた数）について払込みを行う予定です。他方、当社は、

本公開買付けが成立しなかった場合には、本第三者割当増資に係る払込みの全部を行わない予定です。そのため、当

社は、本公開買付けの結果に応じて、本第三者割当増資における募集株式の発行数として対象者が決議した株式数

（普通株式2,373,400株）のうち全部又は一部について払込みを行わない可能性があります。当該第三者割当増資に係

る詳細については、上記「第１　公開買付要項」の「３　買付け等の目的」の「（5）本公開買付け後の株券等の追加

取得予定」をご参照ください。
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第４ 【公開買付者と対象者との取引等】

２ 【公開買付者と対象者又はその役員との間の合意の有無及び内容】

(訂正前)

(1) 本公開買付けへの賛同

（前略）

また、当該取締役会に出席した監査役（監査役３名全員出席）は、いずれも、対象者取締役会が本公開買付けに

賛同する旨の意見を表明することについて、異議がない旨の意見を述べているとのことです。なお、上記の取締役

及び監査役には本取引に関して利害関係を有する者はいないとのことです。

詳細については、上記「第１　公開買付要項」の「３　買付け等の目的」の「（3）本公開買付価格の公正性を担

保するための措置及び利益相反を回避するための措置等本公開買付けの公正性を担保するための措置」の「⑤対象

者における利害関係を有しない取締役全員による承認及び監査役全員の異議がない旨の意見」をご参照ください。

 
(2) 本第三者割当増資

対象者は、平成28年６月９日開催の対象者取締役会において、当社を割当予定先とし、平成28年７月29日から平

成28年９月12日までを払込期間とする第三者割当の方法による募集株式の発行（本公開買付け成立後の増資前完全

希薄化ベースの持株割合が41.00％未満の場合、増資後完全希薄化ベースの持株割合が41.00％に達するために必要

な数として発行株式総数は最大で普通株式2,373,400株、発行価額は本公開買付価格と同額である１株当たり850

円、発行価額総額約2,017百万円。なお、当該発行株式総数は、本公開買付けが下限で成立した場合に発行する株式

の数であり、当該発行価額の総額は、本公開買付けが買付予定数の下限で成立した場合における発行株式総数の全

株式について払込みがあったものとして計算した最大値であります。）について決議しているとのことです。な

お、当社は、本第三者割当増資に関して、本公開買付けが成立した場合には、本公開買付けの結果を確認した上

で、当社が本公開買付けにより取得する対象者株式と本書提出日現在当社が所有する対象者株式（100株）と合計し

て、本第三者割当増資に係る払込み後の当社の対象者に対する増資後完全希薄化ベースの持株割合を41.00％とする

ために必要な数の対象者株式（但し、100株単位未満を切り上げた数）について払込みを行う予定です。他方、当社

は、本公開買付けが成立しなかった場合には、本第三者割当増資に係る払込みの全部を行わない予定です。そのた

め、当社は、本公開買付けの結果に応じて、本第三者割当増資における募集株式の発行数として対象者が決議した

株式数（普通株式2,373,400株）のうち全部又は一部について払込みを行わない可能性があります。当該第三者割当

増資に係る詳細については、上記「第１　公開買付要項」の「３　買付け等の目的」の「（5）本公開買付け後の株

券等の追加取得予定」をご参照ください。

 
(3) 本資本業務提携契約

当社は、対象者との間で、平成28年６月９日付で本資本業務提携契約を締結しております。本資本業務提携契約

の詳細については、上記「第１　公開買付要項」の「３　買付け等の目的」の「（4）本公開買付けに関する重要な

合意等」をご参照ください。

　

(訂正後)

(1) 本公開買付けへの賛同

（前略）

また、当該取締役会に出席した監査役（監査役３名全員出席）は、いずれも、対象者取締役会が本公開買付けに

賛同する旨の意見を表明することについて、異議がない旨の意見を述べているとのことです。なお、上記の取締役

及び監査役には本取引に関して利害関係を有する者はいないとのことです。
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さらに、変更後対象者プレスリリースによれば、平成28年８月12日開催の対象者取締役会において、第２回買付

条件等変更に関して慎重に協議・検討を行った結果、第２回買付条件等変更を前提としても、本公開買付け及び本

第三者割当増資により、当社及び対象者が各々の自力成長を超えたレベルでの事業価値の創造・拡大が可能となる

との判断に変更はなく、また、第２回買付条件等変更は対象者の株主の皆様にとって不利益な変更とはならないと

判断し、対象者の全ての取締役の出席の下、出席取締役の全員一致により、対象者プレスリリースにて既に公表さ

れている、本公開買付けに賛同する旨の意見、及び本公開買付けへの応募については対象者の株主の皆様のご判断

に委ねる旨の意見を維持することを決議したとのことです。

なお、変更後対象者プレスリリースによれば、対象者の取締役において、本取引に関して、会社法第369条第２項

に定める特別の利害関係を有する取締役はいないとのことです。そのため、上記平成28年８月12日開催の対象者取

締役会における本公開買付けへの賛同決議を含む本取引に関する審議及び決議には、対象者の全ての取締役が参加

しているとのことです。また、上記取締役会には対象者の全ての監査役が審議に参加し、監査役全員が、対象者取

締役会が本公開買付けに賛同する旨の意見を維持することに異議がない旨の意見を述べているとのことです。な

お、上記の取締役及び監査役には本取引に関して利害関係を有する者はいないとのことです。

 
詳細については、上記「第１　公開買付要項」の「３　買付け等の目的」の「（3）本公開買付価格の公正性を担

保するための措置及び利益相反を回避するための措置等本公開買付けの公正性を担保するための措置」の「⑤対象

者における利害関係を有しない取締役全員による承認及び監査役全員の異議がない旨の意見」をご参照ください。

 
(2) 本第三者割当増資

対象者は、平成28年６月９日開催の対象者取締役会において、当社を割当予定先とし、平成28年７月29日から平

成28年９月12日までを払込期間とする第三者割当の方法による募集株式の発行（本公開買付け成立後の増資前完全

希薄化ベースの持株割合が41.00％未満の場合、増資後完全希薄化ベースの持株割合が41.00％に達するために必要

な数として発行株式総数は最大で普通株式2,373,400株、発行価額は第２回買付条件等変更前の本公開買付価格と同

額である１株当たり850円、発行価額総額約2,017百万円。なお、当該発行株式総数は、本公開買付けが下限で成立

した場合に発行する株式の数であり、当該発行価額の総額は、本公開買付けが買付予定数の下限で成立した場合に

おける発行株式総数の全株式について払込みがあったものとして計算した最大値であります。）について決議して

いるとのことです。なお、当社は、本第三者割当増資に関して、本公開買付けが成立した場合には、本公開買付け

の結果を確認した上で、当社が本公開買付けにより取得する対象者株式と本書提出日現在当社が所有する対象者株

式（100株）と合計して、本第三者割当増資に係る払込み後の当社の対象者に対する増資後完全希薄化ベースの持株

割合を41.00％とするために必要な数の対象者株式（但し、100株単位未満を切り上げた数）について払込みを行う

予定です。他方、当社は、本公開買付けが成立しなかった場合には、本第三者割当増資に係る払込みの全部を行わ

ない予定です。そのため、当社は、本公開買付けの結果に応じて、本第三者割当増資における募集株式の発行数と

して対象者が決議した株式数（普通株式2,373,400株）のうち全部又は一部について払込みを行わない可能性があり

ます。当該第三者割当増資に係る詳細については、上記「第１　公開買付要項」の「３　買付け等の目的」の

「（5）本公開買付け後の株券等の追加取得予定」をご参照ください。

 

EDINET提出書類

ヤフー株式会社(E05000)

訂正公開買付届出書

27/29



 

(3) 本資本業務提携契約及び本資本業務提携契約変更覚書

当社は、対象者との間で、平成28年６月９日付で本資本業務提携契約を締結しております。また、当社は、第２

回買付条件等変更を行うに先立ち、対象者との間で、平成28年８月12日付で、本資本業務提携契約変更覚書を締結

することを決定し、本自己株式について、対象者が本公開買付けに応募する旨を合意しております。本資本業務提

携契約及び本資本業務提携契約変更覚書の詳細については、上記「第１　公開買付要項」の「３　買付け等の目

的」の「（4）本公開買付けに関する重要な合意等」の「①本資本業務提携契約」及び「②本資本業務提携契約変更

覚書」をご参照ください。
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第５ 【対象者の状況】

６ 【その他】

(訂正前)

対象者は、平成28年６月９日開催の対象者取締役会において、当社を割当予定先とし、平成28年７月29日から平成

28年９月12日までを払込期間とする第三者割当の方法による募集株式の発行（本公開買付け成立後の増資前完全希薄

化ベースの持株割合が41.00％未満の場合、増資後完全希薄化ベースの持株割合が41.00％に達するために必要な数と

して発行株式総数は最大で普通株式2,373,400株、発行価額は本公開買付価格と同額である１株当たり850円、発行価

額総額約2,017百万円。なお、当該発行株式総数は、本公開買付けが下限で成立した場合に発行する株式の数であり、

当該発行価額の総額は、本公開買付けが買付予定数の下限で成立した場合における発行株式総数の全株式について払

込みがあったものとして計算した最大値であります。）について決議しているとのことです。なお、当社は、本第三

者割当増資に関して、本公開買付けが成立した場合には、本公開買付けの結果を確認した上で、当社が本公開買付け

により取得する対象者株式と本書提出日現在当社が所有する対象者株式（100株）と合計して、本第三者割当増資に係

る払込み後の当社の対象者に対する増資後完全希薄化ベースの持株割合を41.00％とするために必要な数の対象者株式

（但し、100株単位未満を切り上げた数）について払込みを行う予定です。他方、当社は、本公開買付けが成立しな

かった場合には、本第三者割当増資に係る払込みの全部を行わない予定です。そのため、当社は、本公開買付けの結

果に応じて、本第三者割当増資における募集株式の発行数として対象者が決議した株式数（普通株式2,373,400株）の

うち全部又は一部について払込みを行わない可能性があります。当該第三者割当増資に係る詳細については、上記

「第１　公開買付要項」の「３　買付け等の目的」の「（5）本公開買付け後の株券等の追加取得予定」をご参照くだ

さい。

　

(訂正後)

対象者は、平成28年６月９日開催の対象者取締役会において、当社を割当予定先とし、平成28年７月29日から平成

28年９月12日までを払込期間とする第三者割当の方法による募集株式の発行（本公開買付け成立後の増資前完全希薄

化ベースの持株割合が41.00％未満の場合、増資後完全希薄化ベースの持株割合が41.00％に達するために必要な数と

して発行株式総数は最大で普通株式2,373,400株、発行価額は第２回買付条件等変更前の本公開買付価格と同額である

１株当たり850円、発行価額総額約2,017百万円。なお、当該発行株式総数は、本公開買付けが下限で成立した場合に

発行する株式の数であり、当該発行価額の総額は、本公開買付けが買付予定数の下限で成立した場合における発行株

式総数の全株式について払込みがあったものとして計算した最大値であります。）について決議しているとのことで

す。なお、当社は、本第三者割当増資に関して、本公開買付けが成立した場合には、本公開買付けの結果を確認した

上で、当社が本公開買付けにより取得する対象者株式と本書提出日現在当社が所有する対象者株式（100株）と合計し

て、本第三者割当増資に係る払込み後の当社の対象者に対する増資後完全希薄化ベースの持株割合を41.00％とするた

めに必要な数の対象者株式（但し、100株単位未満を切り上げた数）について払込みを行う予定です。他方、当社は、

本公開買付けが成立しなかった場合には、本第三者割当増資に係る払込みの全部を行わない予定です。そのため、当

社は、本公開買付けの結果に応じて、本第三者割当増資における募集株式の発行数として対象者が決議した株式数

（普通株式2,373,400株）のうち全部又は一部について払込みを行わない可能性があります。当該第三者割当増資に係

る詳細については、上記「第１　公開買付要項」の「３　買付け等の目的」の「（5）本公開買付け後の株券等の追加

取得予定」をご参照ください。

　

　

Ⅱ　公開買付届出書の添付書類

 

当社は、本公開買付けについて、買付条件等の変更を行ったため、平成28年８月12日付で「公開買付条件等の変

更の公告」の電子公告を行い、平成28年８月13日付でその旨を日本経済新聞に掲載する予定です。当該「公開買付

条件等の変更の公告」を平成28年６月10日付「公開買付開始公告」（平成28年７月22日付で行いました「公開買付

条件等の変更の公告」の電子公告により変更された事項を含みます。）の変更として、本書に添付いたします。
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